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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも第１の繊維を含む第１の領域と、前記第１の領域内の所望の位置に、前記第
１の繊維とは異なる第２の繊維を少なくとも含む第２の領域を有し、
　前記第１の領域又は前記第２の領域のどちらか一方は、セルロース微小繊維から成る半
透明又は透明な領域であることを特徴とする用紙。
【請求項２】
　請求項１記載の用紙の偽造防止用紙としての使用。
【請求項３】
　少なくとも第１の繊維を含む第１の領域と、前記第１の領域内の所望の位置に、前記第
１の繊維とは異なる第２の繊維を少なくとも含む第２の領域を有し、前記第１の領域又は
前記第２の領域のどちらか一方は、セルロース微小繊維から成る半透明又は透明な領域で
あることを特徴とする用紙の作製方法において、
　抄紙機のワイヤー上に、前記第１の領域を形成するための前記第１の繊維を供給する工
程と、前記第１の領域内に開口部を形成する工程と、前記開口部に前記第２の領域を形成
するための前記第２の繊維を供給する工程を少なくとも有することを特徴とする用紙の作
製方法。
【請求項４】
　前記開口部を形成する工程は、開口部形成器による手段又は突起部を設けたワイヤーに
よる手段であることを特徴とする請求項３記載の用紙の作製方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、用紙の同一平面上において、異なる領域ごとに、異なる繊維で形成された用
紙及びその作製方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　さまざまな用途に使用される用紙であるが、その使用用途に応じて、利便性、意匠性、
機能性等、多種多様な工夫が成されている。
【０００３】
　例えば、用紙の幅方向において、異なる原料又は異なる色の原料を使用して、縞状の用
紙を抄造する抄造機が開示されている。これは、抄造帯の上方に用紙から離間して、仕切
板を抄造帯の幅方向に複数設けているため、原料供給槽から供給されたスラリー状の原料
は、各仕切板間において、抄造帯近傍のものは用紙の幅方向に移動することなく急速に脱
水されてシート状になりつつ搬送され、抄造帯から離れているものは沈殿してから抄造帯
に近づいて脱水されて搬送されることになる。これにより、抄造帯近傍におけるスラリー
状の原料の密度等の均一化を図ることができる。また、仕切板間に、色や材料等が異なる
スラリー状の原料を供給することが可能となり、用紙の幅方向において、色や材料の異な
る縦縞状で一体となった用紙を得ることができるものである（例えば、特許文献１参照）
。
【０００４】
　また、用紙は、紙幣、切手、印紙、株券、債券、商品券を含む有価証券類又はＩＤカー
ド、通行証、登録証、入場券、旅券、出入国証を含む身分、権利、資格を証明する証書類
に幅広く使用されており、このように使用される用紙には、容易に偽造ができないように
さまざまな工夫が施されている。
【０００５】
　用紙の一部に積層する形態で偽造防止策を施す技術としては、インキに蛍光材料又は光
学材料等を含ませた凹版印刷やオフセット印刷等により印刷層を基材に形成すること又は
ホログラム等の金属箔等を基材に貼付することで機能性を付与する技術が挙げられる。
【０００６】
　一方、用紙上又は用紙内の用紙自体に偽造防止策を施す技術としては、すかし、スレッ
ド、混抄、多層紙等が挙げられる。
【０００７】
　この用紙自体に偽造防止策を施す技術として、透明領域を有する用紙が開示されている
。そのうちの一つとして、透明な高分子樹脂フィルムを一定の幅に、直線状にスリットし
たもの（スレッド）を紙層中に抄き入れ、用紙の表裏に部分的に露出させた偽造防止用紙
が挙げられる（例えば、特許文献２参照）。
【０００８】
　その他の透明領域を有する用紙として、透明化剤を含浸させて透明部を形成した不織布
を中間層として上下層で抄き込み、上下層に窓開き部を設けることで、多層紙の表裏に透
明部を露出させた多層紙が挙げられる（例えば、特許文献３参照）。
【０００９】
　また、用紙自体に透明性を持たせるものとして、微小繊維が開示されている。これは、
微細繊維状セルロースを含む水系懸濁液を、多孔性の基材上でろ過により脱水し水分を含
んだシートを形成し、水分を含んだシートを加熱蒸発させることにより得られる微細繊維
状セルロースシートである（例えば、特許文献４参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】ＷＯ２００９／０７２４１９号公報
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【特許文献２】特許第４１６１４１７号公報
【特許文献３】特開２００９－０１３５３１号公報
【特許文献４】特開２０１０－１６８７１６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　特許文献１に記載の技術は、用紙の異なる領域ごとに、異なる繊維で形成された用紙を
作製することが可能であるが、抄造ゾーン（ワイヤー上）を幅方向に区割するようにして
搬送方向に延出する形状の仕切板を用いて領域分けを行うため、異なる繊維の位置及び形
状は、抄紙方向に依存するものであった。
【００１２】
　さらに、用紙上の異なる領域が抄紙方向に依存するため、所望の位置に、異なる繊維で
形成された複数の異なる領域を有する用紙を作製することはできなかった。
【００１３】
　特許文献２に記載の技術は、用紙の偽造防止策として一部に透明フィルム（スレッド）
による透明領域を有しているものであるが、透明フィルムと紙では接着性が悪いため接着
剤を使用しなければならず、層間剥離の問題があった。フィルムへは水性材料による印刷
や表面加工が難しいため、印刷や表面加工方式も限定された。また、透明フィルムを一定
の幅に直線状にスリットしたもの（スレッド）を使用するため、やはり抄紙方向に依存す
るものであり、所望の位置及び形状で透明領域を形成できるものではない。さらには、フ
ィルムによる透明部は均一な光学特性（光透過性）を有し、紙や繊維からなる基材のよう
に地合による個体差がないため、フィルム貼付や透明インキの印刷により偽造できる可能
性があった。
【００１４】
　特許文献３に記載の技術は、透明部を繊維からなる基材（不織布）で作製するため、特
許文献２の問題を一部解決するものではあるが、上下層を紙層とし中間層を不織布とする
多層構造であるため、層間剥離の問題があり、はがして偽造される可能性があった。
【００１５】
　本発明は、前述した課題の解決を目的とするものであり、抄紙方向に依存することなく
所望の位置及び形状で、同一平面上に異なる繊維で形成された複数の異なる領域を有する
用紙であり、更に、従来の多層紙における透明窓ではなく、単層紙において紙質の透明窓
を有する用紙及びその作製方法を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明における用紙は、少なくとも第１の繊維を含む第１の領域と、第１の領域内の所
望の位置に、第１の繊維とは異なる第２の繊維を少なくとも含む第２の領域を有すること
を特徴とする。
【００１７】
　本発明における用紙は、第１の繊維又は第２の繊維のどちらか一方は、セルロース微小
繊維であり、セルロース微小繊維から成る領域は、半透明又は透明であることを特徴とす
る。
【００１８】
　本発明における用紙は、偽造防止用紙として使用可能であることを特徴とする。
【００１９】
　本発明における少なくとも第１の繊維を含む第１の領域と、第１の領域内の所望の位置
に、第１の繊維とは異なる第２の繊維を少なくとも含む第２の領域を有することを特徴と
する用紙の作製方法において、抄紙機のワイヤー上に、第１の領域を形成するための第１
の繊維を供給する工程と、第１の領域内における所望の位置に所望の形状の開口部を形成
する工程と、開口部に第２の領域を形成するための第２の繊維を供給する工程を少なくと
も有することを特徴とする。
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【００２０】
　本発明における用紙の作製方法は、開口部を形成する工程が、開口部形成器による手段
又は突起部を設けるワイヤーによる手段であることを特徴とする。
【発明の効果】
【００２１】
　抄紙方向に依存されることなく、所望の位置に異なる繊維で形成された複数の異なる領
域を有する用紙であるため、偽造防止効果としても有用である。
【００２２】
　親和性のある繊維同士を使用することで、異なる繊維間（領域間）の結合は、同一繊維
同士の結合と同様に、繊維の絡み合い及び繊維同士の水素結合や化学結合等によって結合
するため強固なものとなり、剥離しない。また、異なる繊維が多層構造ではなく、同一平
面上に形成されるため、層間剥離しない。
【００２３】
　全ての領域は、繊維から形成されるため、例えば、それが透明な領域であっても、用紙
独特の風合い（地合、手触り感など）を有する。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明の実施の形態における用紙の平面図を示す図である。
【図２】本発明の実施の形態における用紙の作製方法を示す図である。
【図３】本発明の実施の形態における用紙の作製方法を示す図である。
【図４】本発明の実施例１における用紙の平面図を示す図である。
【図５】本発明の実施例２における用紙の平面図を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　本発明を実施するための形態について、図面を参照して説明する。しかしながら、本発
明は、以下に述べる実施するための形態に限定されるものではなく、特許請求の範囲記載
における技術的思想の範囲内であれば、その他のいろいろな実施の形態が含まれる。
【００２６】
　まず、用紙の構成について説明を行う。
【００２７】
　図１に、本発明における用紙の平面図を示す。本発明における用紙（１）は、少なくと
も第１の繊維を有する領域Ａ（２）と、領域Ａ（２）内に少なくとも第２の繊維から成る
領域Ｂ（３）を有する。領域Ｂ（３）は、領域Ａ（２）内の所望の位置に所望の形状で設
けられ、また、領域Ａ（２）を形成する第１の繊維と領域Ｂ（３）を形成する第２の繊維
は、異なる繊維である。
【００２８】
　領域Ａ（２）は、第１の繊維以外の繊維を有していても良く、領域Ｂ（３）も第２の繊
維以外の繊維を有していても良い。両方の領域が二種類以上の繊維を有して形成されてい
る場合、領域Ａ（２）と領域Ｂ（３）が有している繊維が一種類でも異なっていれば、本
発明においては、領域Ａ（２）と領域Ｂ（３）は、異なる繊維で形成されているという。
例えば、領域Ａ（２）は第１の繊維及び第３の繊維から成り、領域Ｂ（３）は第２の繊維
と第３の繊維から成る場合、両方の領域は第３の繊維を有しているが、それぞれその他に
第１の繊維と第２の繊維を有しているため、領域Ａ（２）と領域Ｂ（３）は、異なる繊維
で形成されていることとなる。なお、領域Ａ（２）内の所望の位置に設けられた領域Ｂ（
３）に関しては、領域Ａ（２）と領域Ｂ（３）は重複している領域が存在するわけではな
く、あくまでも同一平面上に異なる領域として存在している状態のことである。よって、
領域Ａ（２）が第１の繊維のみから成り、領域Ｂ（３）が第２の繊維のみで成ることもあ
り得る。
【００２９】
　さらに、それぞれ異なる二種類の繊維から成る二つの領域に限定される必要はなく、第
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３の繊維から成る領域Ｃ（４）等、三つ以上の領域を有していてもよい。この場合も、領
域Ｃ（４）は、領域Ａ（２）と領域Ｂ（３）とは別の所望の位置に所望の形状で設けられ
る。領域Ｃ（４）を形成する第３の繊維は、第１の繊維及び第２の繊維とは異なる繊維で
ある。
【００３０】
　ここでいう異なる繊維とは、原材料が異なる繊維、着色や化学修飾等を施すことにより
機能が異なる繊維、繊維長分布が異なる繊維、繊維幅分布が異なる繊維等、まったく同じ
繊維同士以外は、すべて異なる繊維とする。
【００３１】
　また、各繊維からなる領域の形状は、図１（ａ）に示すように有意味情報を持った図柄
形状による領域でもよく、図１（ｂ）に示すように有意味情報を持たない、例えば、抄紙
方向と直交する横縞状の領域としてもよい。
【００３２】
　本発明における用紙（１）を形成する繊維とは、木材繊維、非木材繊維、合成繊維等の
ことであり、特に限定はない。ただし、異なる繊維間を繊維同士の絡み合いや化学結合等
によって結合するため、親和性のある繊維同士を使用する方が望ましい。
【００３３】
　異なる繊維間（領域間）の結合は、同一繊維同士の結合と同様に、繊維の絡み合い及び
繊維同士の水素結合や化学結合等によって結合する。合成繊維においては、熱融着性繊維
やバインダー繊維による熱融着接合も含む。
【００３４】
　木材繊維は、各種木材を原料とするＫＰ、ＳＰ等の化学パルプ、ＧＰ、ＴＭＰ、ＣＴＭ
Ｐ等の機械パルプ、古紙再生パルプ等を、非木材繊維は、ケナフ、麻、イネ、麦、バガス
、アバカ、木綿、ミツマタ、竹等の植物繊維を適宜選択して使用できる。合成繊維は、レ
ーヨン、ポリオレフィン系、ポリビニルアルコール、ポリエチレンテレフタレート等の繊
維を適宜選択して使用できるが、木材繊維や非木材繊維と共に使用する場合には、親水性
な木材繊維や非木材繊維と親和性がある方が望ましい。
【００３５】
　木材繊維や非木材繊維は、叩解処理により繊維のフィブリル化を促進してから使用する
こともできる。繊維同士の絡み合いをより強固にするためには、叩解処理により適度なフ
ィブリル化を行った方が良い。
【００３６】
　これらの繊維を水に分散させて、繊維懸濁液を調製する。これを紙料という。これに、
分散剤、サイズ剤、定着剤、紙力剤、水溶性高分子、てん料、顔料、色材等の内添材料を
適宜加えてもよい。
【００３７】
　また、少なくとも一種類の繊維に、セルロース微小繊維を使用することもできる。この
場合、セルロース微小繊維からなる領域は、繊維間の空隙が少なく、光の散乱が抑えられ
るため、半透明又は透明となる。
【００３８】
　本発明におけるセルロース微小繊維とは、主としてセルロースから成る繊維であり、特
に植物由来の天然セルロースを原料として用いたものが好ましく、繊維幅２ｎｍ～１０μ
ｍ未満の微小なセルロース繊維に解繊されたものをいう。
【００３９】
　ここでいう解繊とは、セルロース系の繊維をミクロ又はナノフィブリル数本単位まで解
きほぐすことである。通常、植物から得られるセルロース系の繊維は、セルロース分子３
０～５０本から成り、繊維幅が約２～５ｎｍのセルロースナノフィブリルの集合体である
。セルロースミクロフィブリルは無数の水素結合により強固に結合されているが、物理的
又は化学的な処理を施すことで、繊維状のままセルロースミクロ又はナノフィブリル数本
単位に解きほぐすことが可能である。
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【００４０】
　解繊する方法として、物理的方法では、高圧ホモジナイザーやグラインダーによる機械
的せん断力でミクロフィブリル化する方法や、乾式ボールミルによる機械的粉砕に有機溶
媒を添加することで微粒化処理する方法等がある。また、化学処理による方法では、硫酸
処理によりセルロース繊維の非結晶部分を除く方法や、酸化処理により結晶性セルロース
ミクロフィブリル表面のみにカルボキシル基を導入して高分散させる方法等がある。これ
らの方法は、すべて公知の手法であり、本発明において用紙を作製するために行う解繊も
公知の手法で行うこととする。
【００４１】
　セルロース繊維の繊維幅が１０μｍ以上になると、一般的なパルプ繊維の繊維幅である
１０～３０μｍと同じオーダーとなり、微小繊維特有の特性を得られない。よって、ここ
でいう微小繊維とは、セルロースナノフィブリル単位の約２ｎｍから１０μｍ未満の繊維
をいい、特に２ｎｍ～１μｍ未満の繊維の使用が好ましく、更に好ましくは２ｎｍ～１０
０ｎｍ未満の繊維である。ただし、解繊する方法によっては、平均繊維幅が１０μｍ未満
であっても、繊維幅１０μｍ以上の繊維が多少含まれる場合もあるが、本発明の範囲であ
り、平均繊維幅が１０μｍ未満であればよい。
【００４２】
　セルロース微小繊維は、主としてセルロースから成る繊維で構成されているが、そのセ
ルロースから成る繊維については、特に限定されるものではなく、各種木材を原料とする
ＫＰ、ＳＰ等の化学パルプ、ＧＰ、ＴＭＰ、ＣＴＭＰ等の機械パルプ、古紙再生パルプ等
のパルプを適宜選択して使用でき、それらを粉砕した粉末状セルロース、化学処理により
精製した微結晶化セルロース等も使用できる。また、ケナフ、麻、イネ、麦、バガス、ア
バカ、木綿、ミツマタ、竹等の非木材を使用することもできる。
【００４３】
　セルロース微小繊維は、水に分散させて、セルロース微小繊維分散液を調製する。これ
に、セルロース微小繊維の分散状態をあまり阻害しない粉末、微粒子、又は水性液体、例
えば、分散剤、サイズ剤、定着剤等、水溶性高分子等を加えることが可能である。
【００４４】
　また、半透明又は透明にするためには、セルロース微小繊維のみで領域を形成すること
とするが、セルロース微小繊維の分散状態を阻害しない範囲で他の繊維が含有されている
場合であっても本発明の範囲とする。
【００４５】
　また、セルロース微小繊維分散液は、解繊された微小繊維同士が、すぐに水素結合で再
結合しない程度の濃度である必要があり、固形分濃度０．１～３％程度での使用が望まし
い。ただし、分散液を強撹拌又は分散剤を添加することで、微小繊維同士を再分離させる
ことができれば、３～３５％程度でも問題はない。
【００４６】
　これは、固形分濃度が３５％以上の高濃度になると、撹拌又は分散剤を加えるのみでは
、微小繊維同士の再結合を抑止できず、再解繊処理が必要となる可能性があるためであり
、逆に、固形分濃度が０．１％以下の低濃度では、用紙作製時の脱水及び乾燥段階におい
て、水分過多による乾燥不良等を起こす可能性があるためである。ただし、それらの問題
が他の手段で回避できれば特に制限はない。
【００４７】
　本発明の第１の繊維から成る領域と、第２の繊維から成る領域を少なくとも有する用紙
（１）を、他のシート層とすき合わせて多層紙として使用することもできる。他のシート
層は、木材繊維、非木材繊維からなる紙や、不織布、フィルム等からなるもので、特に限
定はない。
【００４８】
　前述したとおり、異なる繊維間（領域間）の結合は、繊維の絡み合い及び繊維同士の水
素結合や化学結合等によって結合される。異なる繊維を接着剤等で単に貼り合わせて作製
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した用紙は、剥がして偽造することが容易であるのに対し、本発明の用紙（１）は、異な
る繊維間が強固に結合して形成されているため偽造が非常に困難であり、偽造防止用紙と
して有用である。
【００４９】
　一つの領域をセルロース微小繊維で形成した場合、その領域は半透明となり透明窓とし
ての効果を奏する。この透明窓は、フィルムには存在しない地合があり、更にフィルムに
は存在しない繊維独特の手触り感がある等、独特の風合いを有しているため、フィルム貼
付や印刷による偽造が困難である。
【００５０】
　従来、多層紙においては紙質（不織布）の透明窓が存在したが、単層紙において紙質の
透明窓を有する用紙はなかった。多層紙の場合、剥がしてから貼りあわせる等、偽造する
ことが可能であったのに対し、単層紙の場合、剥がすことが困難であり、繊維間が強固に
結合しているため、偽造が非常に困難である。
【００５１】
　また、本発明における用紙（１）上に、塗工や印刷を施すことも可能であり、セルロー
ス微小繊維からなる透明窓の領域がある場合には、この領域上にも塗工や印刷が可能であ
る。透明フィルムを用いた透明部の場合には、水性材料の塗工や印刷が難しいが、セルロ
ース微小繊維からなる透明窓の場合、透明窓の領域とそれ以外の領域にかかるように印刷
を施すことができ、印刷の図柄によって割印のような使い方をすることで、改竄防止の効
果にもなる。
【００５２】
　次に、用紙の作製方法の説明を行う。
【００５３】
　図１（ａ）に示したような、図柄形状による領域を有する用紙を作製する方法の一例を
図２に示す。図２（ａ）に示すように、抄紙機のワイヤー（５）上に、第１の紙料供給槽
（図示なし）から領域Ａ（２）を形成する第１の繊維を供給し、ワイヤー（５）上で紙層
を形成する際に開口部（６）を形成する。
【００５４】
　開口部（６）を形成する方法は、空気圧又は液体噴射を利用した開口部形成器（７）に
よる方法がある。開口部形成器（７）による方法は、ワイヤー部の上部に設置した開口部
形成器（７）からの空気圧又は液体噴射により、第１の繊維から成る紙層に開口部（６）
を形成する。
【００５５】
　次に、図２（ｂ）に示すように、開口部形成器（７）設置位置より下流側のワイヤー部
の上部に、可動式の第２の紙料供給槽（８）又は紙料噴射装置（９）を設置しておき、開
口部（６）に第２の繊維を第２の紙料供給槽（８）から流し込む又は紙料噴射装置（９）
により噴射して挿入する。第２の紙料供給槽（８）又は紙料噴射装置（９）は可動式でな
くても良いが、可動式にすることで、第１の繊維の脱水状態に応じて、第２の繊維の挿入
タイミングを調節できる。
【００５６】
　開口部形成器（７）、第２の紙料供給槽（８）、紙料噴射装置（９）にタイマーと制御
装置を取り付け、噴射及び挿入のタイミングを設定することで、所定の間隔で自動的に開
口及び第２の繊維の挿入を行うことができる。また、開口部形成器（７）と第２の紙料供
給槽（８）又は紙料噴射装置（９）の間に、光学的開口部検出センサ（図示なし）を取り
付け、開口部（６）の位置検出信号を制御装置に送り、第２の紙料供給槽（８）又は紙料
噴射装置（９）からの紙料の挿入タイミングを制御することで、開口部（６）の位置に合
わせて第２の繊維を挿入することもできる。
【００５７】
　また、二つの噴射口のある噴射ノズルを使用して、開口部形成と紙料の噴射挿入を、同
一ノズルから行うことも可能である。先に開口部形成のための空気圧又は液体噴射を第１
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の噴射口から行い、一定のタイミング後に第２の噴射口から紙料を噴射する。この場合、
ワイヤー部の上部に設置された開口部形成及び紙料噴射装置は、ワイヤーの進む速度に併
せて稼働するものとする。
【００５８】
　次に、図２（ｃ）に示すように、脱水が進行する過程で、第１の繊維及び第２の繊維に
おける繊維同士の絡み合いや水素結合等によって繊維間が結合し、図２（ｄ）に示すよう
に、同一平面上に、第１の繊維から成る領域Ａ（２）と、第２の繊維から成る領域Ｂ（３
）を有する用紙（１）が作製される。
【００５９】
　その後、プレスロールでさらに脱水し、乾燥、カレンダ処理を行って、リール装置で巻
き取られる。プレス及び乾燥過程で、繊維間の結合はさらに強固になる。
【００６０】
　図１（ａ）に示したような、図柄形状による領域を有する用紙を作製する方法の他の一
例を図３に示す。図３（ａ）に示すように、あらかじめ抄紙機のワイヤー（５）上に突起
部（１０）を形成しておき、抄紙機のワイヤー（５）上に、第１の紙料供給槽（図示なし
）から第１の繊維を供給する。
【００６１】
　その際、図３（ｂ）に示すように、第１の繊維の紙料が突起部（１０）の部分を避けて
紙層を形成することにより、紙層に開口部（６）が形成される。ワイヤー部の上部に可動
式の第２の紙料供給槽（８）又は紙料噴射装置（９）を設置しておき、開口部（６）に第
２の繊維を第２の紙料供給槽（８）から流し込む又は紙料噴射装置（９）により噴射して
挿入する。第２の紙料供給槽（８）又は紙料噴射装置（９）は可動式でなくても良いが、
可動式にすることで、第１の繊維の脱水状態に応じて、第２の繊維の挿入タイミングを調
節できる。
【００６２】
　第２の紙料供給槽（８）又は紙料噴射装置（９）にタイマーと制御装置を取り付け、挿
入のタイミングを設定することで、所定の間隔で自動的に第２の繊維の挿入を行うことが
できる。また、第２の紙料供給槽（８）又は紙料噴射装置（９）設置個所より上流部に、
光学的開口部検出センサ（図示なし）を取り付け、開口部（６）の位置検出信号を制御装
置に送り、第２の紙料供給槽（８）又は紙料噴射装置（９）からの紙料の挿入タイミング
を制御することで、開口部（６）の位置に合わせて第２の繊維を挿入することもできる。
【００６３】
　次に、図３（ｃ）に示すように、脱水が進行する過程で、第１の繊維及び第２の繊維に
おける繊維同士の絡み合いや水素結合等によって繊維間が結合し、図３（ｄ）に示すよう
に、同一平面上に、第１の繊維から成る領域Ａ（２）と、第２の繊維から成る領域Ｂ（３
）を有する用紙（１）が作製される。ただし、この方法の場合、第２の繊維から成る領域
Ｂ（３）は、ワイヤーの突起部上に形成されるため、第１の繊維から成る領域Ａ（２）よ
りも突起部の厚さ分薄くなる。
【００６４】
　紙層に開口部（６）を施す方法は、ワイヤー上の紙層に開口部（６）を形成でき、その
後にその開口部（６）に、更に別の紙層を形成できる方法であれば、特にこれらの方法に
限定されるものではない。
【実施例１】
【００６５】
　本発明の実施例１について、図４を用いて説明する。実施例１では、同一平面上に、第
１の繊維から成る領域と、第２の繊維から成る領域を有する用紙の例であり、第２の繊維
にセルロース微小繊維を使用して、セルロース微小繊維による半透明の領域を作製し、半
透明窓を有する用紙を作製した例を示す。
【００６６】
　領域Ａ（２－１）を形成する第１の繊維は木材パルプ（ＬＢＫＰ）を使用し、領域Ｂ（
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３－１）を形成する第２の繊維は、セルロース微小繊維「セリッシュ１００Ｇ（商品名）
」（ダイセル化学工業株式会社製）を使用した。
【００６７】
　用紙の作製方法としては、図２で説明した開口部形成器（７）で開口部（６）を形成し
、紙料を噴射する方法により作製した。まず、第１の紙料供給槽から、抄紙機のワイヤー
上に領域Ａ（２－１）を形成する木材パルプ（ＬＢＫＰ）の繊維懸濁液を供給し、紙料の
流動性が低下した段階で、ワイヤーの上部に設置された開口部形成器（７）により、水噴
射によって紙層に開口部（６）を形成した。その開口部（６）に、領域Ｂ（３－１）を形
成するためのセルロース微小繊維懸濁液を、紙料噴射装置（９）により噴射挿入した。セ
ルロース微小繊維の繊維懸濁液は、領域Ａ（２－１）の領域に多量に流れ出さないように
、流動性の低い状態となる濃度で挿入した。
【００６８】
　その後、ワイヤー下部に設置された搾水ボックスにより紙料の水分が脱水され、木材繊
維とセルロース微小繊維が絡み合いや水素結合によって結合した。プレスロールで更に脱
水し、乾燥、カレンダ処理を行うことで、繊維間結合は更に強固になり、セルロース微小
繊維からなる領域Ｂ（３－１）は半透明になった。
【００６９】
　図４（ａ）に、以上の作製手順により作製した用紙（１－１）の平面図を示す。用紙（
１－１）は、同一平面上に、木材パルプ（ＬＢＫＰ）から成る領域（２－１）と、セルロ
ース微小繊維から成る領域（３－１）を有しており、セルロース微小繊維から成る領域（
３－１）は、透明フィルムとは異なる独特な風合と光学特性を持つ半透明窓となった。
【００７０】
　また、図４（ｂ）に、図４（ａ）に示した用紙を用いた印刷物を示す。本実施例１にお
ける用紙（１－１）への印刷物として、商品券の例を示す。商品券は、前述の方法で作製
して断裁した用紙に対し、その他の情報を付与することによって作製される。その他の情
報としては、商品券の額面、番号及び図柄とし、オフセット印刷方式により額面と図柄の
印刷を行うとともに、インクジェット印刷方式により番号の印刷を行った。
【００７１】
　番号の印刷に関しては、用紙の左上部と左下部に同じ番号印刷を行ったが、左下部のも
のは、一部がセルロース微小繊維から成る半透明窓の状態となっている領域（３－１）に
かかるように印刷を行った。このように、従来のプラスチックによる透明窓の場合は、水
性印刷を施すことが難しかったのに対し、本発明の用紙の設けられた半透明窓には、印刷
品質の良い水性印刷を施すことが可能であり、偽造効果に優れた印刷物を作製することが
可能である。
【実施例２】
【００７２】
　本発明の実施例２について、図５を用いて説明する。実施例２では、同一平面上に、第
１の繊維から成る領域と、第２の繊維から成る領域と、第３の繊維から成る領域を有する
用紙の例であり、第２の繊維にセルロース微小繊維を使用し、第３の繊維に着色繊維を使
用して、白色と半透明と着色の領域を有する用紙（１－２）を作製した例を示す。
【００７３】
　領域Ａ（２－２）を形成する第１の繊維は、木材パルプ（ＬＢＫＰ）を使用し、領域Ｂ
（３－２）を形成する第２の繊維は、セルロース微小繊維「セリッシュ１００Ｇ（商品名
）」（ダイセル化学工業株式会社製）を使用し、領域Ｃ（４－２）を形成する第３の繊維
は、木材パルプ（ＬＢＫＰ）を黄色に染色したものを使用した。
【００７４】
　用紙の作製方法としては、図３で説明したあらかじめ抄紙機のワイヤー上に突起部（１
０）を形成しておき、紙料を供給する方法により作製した。まず、あらかじめ抄紙機のワ
イヤー上に模様状の突起部を形成しておき、抄紙機のワイヤー上に、第１の紙料供給槽か
ら領域Ａ（２－２）を形成する木材パルプ（ＬＢＫＰ）の繊維懸濁液を供給した。その際
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り、紙層に開口部（６）が形成された。
【００７５】
　木材パルプ（ＬＢＫＰ）の繊維懸濁液の流動性が低下し、開口部（６）が形成された段
階で、その開口部に、領域Ｂ（３－２）を形成するセルロース微小繊維懸濁液と、領域Ｃ
（４－２）を形成するための黄色に染色した木材パルプ（ＬＢＫＰ）の繊維懸濁液を噴射
して挿入した。セルロース微小繊維と着色木材パルプの繊維懸濁液は、領域Ａ（２－２）
の領域に多量に流れ出さないように、流動性の低い状態となる濃度で挿入した。
【００７６】
　その後、ワイヤー下部に設置された搾水ボックスにより紙料が脱水され、木材繊維とセ
ルロース微小繊維と着色木材繊維が、絡み合いや水素結合によって結合した。プレスロー
ルで更に脱水し、乾燥、カレンダ処理を行うことで、繊維間結合は更に強固になり、セル
ロース微小繊維からなる領域Ｂ（３－２）は半透明になった。
【００７７】
　図５（ａ）に、以上の作製手順により作製した用紙（１－２）の平面図を示す。用紙（
１－２）は、同一平面上に、木材パルプ（ＬＢＫＰ）から成る白色の領域（２－２）と、
セルロース微小繊維から成る半透明の領域（３－２）と、黄色に染色した木材パルプ（Ｌ
ＢＫＰ）から成る黄色の領域（４－２）を有しており、白色、半透明、黄色の３色の領域
を有する用紙（１－２）が作製された。
【符号の説明】
【００７８】
１、１－１、１－２　用紙
２、２－１、２－２　第１の繊維からなる領域Ａ
３、３－１、３－２　第２の繊維からなる領域Ｂ
４、４－２　第３の繊維からなる領域Ｃ
５　ワイヤー
６　開口部
７　開口部形成器
８　第２の紙料供給槽
９　紙料噴射装置
１０　突起部
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